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産 業 労 働 部

 

新秋田元気創造プランの推進

目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化

　

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

　

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

選択・集中プロジェクト

目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展

賃金水準の向上

秋田で暮らす動機付けに向けた取組

魅力的な職場づくり（多様な人材の労働環境整備、人材投資）

カーボンニュートラルへの挑戦

デジタル化の推進
　あ

拡【ＤＸ普及啓発・促進事業】15,107千円
  ・デジタル化やＤＸの優良事例の同業種団体への横展開を推進
　・ＲＰＡやデータの活用等を通じて、異業種企業などが連携するグループ活動を支援　等
　　

　ああああああ

新【職業訓練受講促進事業】33,134千円
  ・人材不足が続く介護分野等の職業訓練を受講する雇用保険受給資格がない求職者に給付金を支給
　

新【採用力拡大支援事業】7,485千円
　・人材確保に向けた効果的な採用手法や自社の魅力発信方法等に係る実践講座の開催、専門家によ
　　る伴走支援、取組事例の横展開
　

新【人材投資促進事業】36,786千円
　・資格取得の促進や社内研修など従業員のキャリアアップに取り組む企業への支援、在職者等への
　　学び直し機会を提供するｅラーニング講座の開講
　

新【副業・兼業人材活用促進事業】17,194千円
  ・プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて県外から副業・兼業人材を受け入れる際の経費を助成
　・県内企業向けセミナーを開催するほか、県外の副業・兼業人材に向けた情報発信を強化

 

   

拡【県内企業輸出促進応援事業】13,420千円
　・海外展開支援に係る研修を実施するとともに海外事業計画の策定に要する活動経費を助成　等
　　　　　

継【ＤＸ加速化プロジェクト形成事業】18,608千円
　・産業競争力強化や地域課題等の解決を図るため、ＤＸの先行事例を創出
　　　　　　

継【ものづくり革新総合支援事業】75,427千円
　・新たな事業活動や生産性向上等の取組により競争力の強化を図ろうとする事業者を支援
　　　　

継【技術イノベーション創出・活用促進事業】9,500千円
  ・中長期的な視点で先端的な技術を生み出す研究開発等を支援

　　

新【商業・サービス事業者等ＥＣサイト活用促進事業】10,970千円
  ・県内事業者のＥＣサイトを活用した販路拡大を図る取組を支援　
　　

拡【伝統的工芸品等振興事業】11,997千円
　・伝統的工芸品産業の経営基盤安定に向けた取組や若者の視点を取り入れた商品開発を支援　等
　　

拡【環境・リサイクル産業集積促進事業】59,678千円
　・リチウムイオン電池のリサイクル事業の実施に向けた品目・排出量等の調査を実施
　・使用済太陽光パネルのリサイクルシステムの構築を支援　等

拡【輸送機電動化促進関連事業】584,916千円　　　　　　　
  ・航空機・自動車の電動化に係る研究開発等の促進に加え、県有施設にＥＶ充電器を設置
　　

拡【デジタル人材確保・育成事業】26,674千円
  ・県内大学生等の県内定着に向けた、県内大学とＩＣＴ企業との共同プロジェクトや、ＩＣＴ企
　  業と連携したインターンシッププログラム等を実施
　・県内の中高生を対象としたプログラミング等を学ぶキャンプ（短期集中型研修）を開催　等

拡【デジタル牽引企業創出支援事業】27,624千円
　・自社の成長戦略に基づき実施する新技術や新サービス開発、経営基盤強化等に向けた取組を支援
　・ＩＣＴ企業の人材育成に要する資格取得費等を支援
　　

継【医療福祉・ヘルスケア産業成長促進事業】31,314千円
　・医療福祉機器等の研究開発やヘルスケア分野の協業に向けた取組、人材育成等を支援
    

継【あきた企業立地促進助成事業】2,347,510千円
  ・工場等の新増設に伴う設備投資等に要する経費を助成
　　　　

新【リモートワーク活用立地誘発事業】2,944千円
　・サテライトオフィス（39カ所)を紹介するとともにリモートワークに関するセミナー等を開催

戦略１　産業・雇用戦略

　あ

拡【新エネルギー産業創出・育成事業】73,297千円
　・洋上風力発電関連産業のサプライチェーン構築に向け、メーカーと県内企業のマッチングを実施
　・洋上風力発電の導入拡大に向け、水深30ｍ以深における着床式・浮体式の導入可能性を検討
　・再エネの地産地消に向け、再エネ工業団地への電力安定供給に関する調査を実施
　・洋上風力発電事業者等が有するリソース・ノウハウと本県が抱える地域課題のマッチングを実施
　あああ

拡【新事業展開資金貸付事業(再生可能エネルギー産業参入支援資金)】R5融資枠 12億円
　・融資対象者を拡充するとともに、新たに無保証料融資を実施

　あ

拡【経営資源融合支援事業】84,965千円
  ・Ｍ＆Ａ及び経営統合後のＰＭＩ(統合効果を最大化するプロセス)に要する経費を助成
  ・専門機関による県内企業のＭ＆Ａに係る情報収集や現状分析、セミナー等を実施
　　

継【リーディングカンパニー創出応援事業】94,947千円
  ・地域経済を牽引するリーディングカンパニー創出に向けて企業の取組を支援

若年女性の県内定着・回帰

　あ

新【秋田スタートアップエコシステム推進事業】14,845千円
  ・女性や若者等によるスタートアップの創出に向けた県内・首都圏等の状況調査、候補企業の掘り
　　起こし、ポータルサイトの構築等を実施
 

新【魅力的な職場づくりステップアップ支援事業】17,000千円
  ・人材の育成・定着等に係る実践講座の開催や専門家による伴走支援、取組事例の横展開のほか、
　　若手従業員による異業種交流会の開催や職場環境整備を支援
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制度融資の概要について

産業政策課

１ 目的

県内中小企業が行う経営基盤強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するため、制度融資により資金繰りの

円滑化を支援する。

２ 新規融資枠 （単位：億円）

資 金 名 主な資金の内容 新規融資枠

中小企業振興資金 一般資金、災害復旧資金 等 １０３

経営安定資金 １８９
通常枠、借換枠 等 ４７
新型コロナ感染症対策枠、ウィズ・アフターコロナ枠 等 １０２
原油・原材料等価格高騰対策枠 ４０

新事業展開資金 再生可能エネルギー産業参入支援資金、事業承継資金、創業支援資金 等 ５５
賃金水準向上資金 ６０
その他資金 アグリサポート、企業再生、組合組織 １２

合 計 ４１９

３ 予算額 ２３,９５９,５３３千円
内 訳 ・預託金 ２０,９４９,０００千円

・保証料補助金 ７６９,８２４千円
・利子補助金 ２,２４０,７０９千円

財源内訳 １,３７１,９０１千円 ※秋田県中小企業経営安定臨時対策基金繰入金

２０,９４９,１８９千円 ※預託金元利金収入

１,４７０,６７７千円 ※中小企業再生支援利子補給助成金

１６７,７６６千円
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４ 制度のポイント ※下線部がＲ５変更点

（１）経営安定資金 新型コロナウイルス感染症対策枠

セーフティネット（ＳＮ）認定の無保証料融資を終了する。

・融 資 対 象 売上高等が前年同期比で減少している者

・融 資 枠 50 億円

・貸付限度額 8,000 万円

・貸 付 利 率 1.35％（一般又はＳＮ５号認定を受けた場合）

1.15％（ＳＮ４号認定を受けた場合）

・貸 付 期 間 10 年以内（据置２年以内）

・保 証 料 1.40％以下（一般）

0.56％（ＳＮ５号認定を受けた場合）

0.68％（ＳＮ４号認定を受けた場合）

（２）経営安定資金 原油・原材料等価格高騰対策枠

セーフティネット認定の無保証料融資を終了する。

・融 資 対 象 製品等原価のうち主な原油・原材料等の仕入

価格が２０％以上上昇しているにもかかわら

ず、製品等価格に転嫁できていない者

・融 資 枠 40 億円

・貸付限度額 4,000 万円

・貸 付 利 率 1.35％（一般又はＳＮ５号認定を受けた場合）

・貸 付 期 間 10 年以内（据置２年以内）

・保 証 料 1.40％以下（一般）

1.15％以下（売上高等が減少している場合）

0.56％（ＳＮ５号ロ認定を受けた場合）

（３）経営安定資金 ウィズ・アフターコロナ枠

コロナ関連融資等の返済負担軽減を図る借換えを支援する

ため、融資対象要件の緩和を行う。（Ｒ５.１月改正済）

・融 資 対 象 売上高又は利益率が５％以上減少し、かつ

経営行動計画を策定した者

・融 資 枠 50 億円

・貸付限度額 1億円

・貸 付 利 率 1.55％

・貸 付 期 間 10 年以内（据置５年以内）

・保 証 料 1.15％以下（一般）

0.20％（ＳＮ４号又は５号認定を受けた場合）
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（４）新事業展開資金 再生可能エネルギー産業参入支援資金

（旧資金名 再生可能エネルギー導入支援資金）

再生可能エネルギー産業への県内中小企業者の参入を促進

するため、融資対象等を拡充する。

・融 資 対 象 再生可能エネルギー発電設備を設置し、又は同

設備に関連する事業を行う中小企業者

・融 資 枠 12 億円

・貸付限度額 2億 8,000 万円

・貸 付 利 率 1.30％

・貸 付 期 間 15 年以内（据置３年以内）

・保 証 料 0.00％

（５）新事業展開資金 創業支援資金

創業時に経営者保証を不要とする制度を創設し、スタート

アップの創出及びその資金繰りの円滑化を支援する。

・融 資 対 象 新たに事業を開始しようとする計画を有して

いるまたは開始後５年以内の者

・融 資 枠 15 億円

・貸付限度額 通常 3,500 万円

女性・若者支援枠 2,000 万円

・貸 付 利 率 通常 1.30％（創業塾修了者等の場合 1.10％）

女性・若者支援枠 1.10％

・貸 付 期 間 10 年以内（据置３年以内）

・保 証 料 通常 0.60％（経営者保証不要の場合 0.80％）

女性・若者支援枠 0.00％（ 〃 0.20％）

（６）賃金水準向上資金

生産性向上や規模拡大により、賃金水準の向上に取り組む企

業に対して、社債発行による長期安定的な資金調達を支援する。

・融 資 対 象 適債基準を満たし、給与総額及び初任給年率

平均2.0％増を３年以上実施するための計画を

有する企業

・融 資 枠 60 億円

・貸付限度額 5.6 億円

・貸 付 利 率 金融機関所定金利

・貸 付 期 間 7年以内（期日一括）

・保 証 料 0.00％
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経営資源融合支援事業について

産業政策課

１ 目 的
新分野進出、規模拡大による生産性向上及び賃金水準の向上や事業継続を図るため、中小企業のＭ＆

Ａを促進する。

２ 概 要
（１）Ｍ＆Ａ支援事業 ７５,０００千円

Ｍ＆Ａ及び、Ｍ＆Ａ成立後のＰＭＩに要する経費を支援する。
・対 象 経 費 企業情報調査費、専門家相談費等
・補 助 率 ２／３
・限 度 額 ① Ｍ＆Ａ促進型 買い手、売り手とも１,０００千円

② Ｍ＆Ａ実現型 買い手：２,０００千円
売り手：１,０００千円

③ ＰＭＩ型（新規） １,０００千円
・採択予定件数 ５５件

（２）Ｍ＆Ａマッチングコーディネート事業【新規】 ９,９６５千円
専門機関による県内Ｍ＆Ａの現状分析や、マッチング事例の創出等を行い、規模拡大を目指す県内企

業のＭ＆Ａを促進する。
・事業内容 ① 県内企業等のＭ＆Ａの現状調査及び分析・報告

② 県内企業のＭ＆Ａマッチング事例の創出
③ Ｍ＆Ａ促進のためのセミナーの開催

・委託予定先 企画提案競技により決定

ＰＭＩ：主にＭ＆Ａ成立後、その効果を最大化するために必要となる統合作業。人事･労務、会計・税務分野

等の統合作業が中心となるため、士業等の専門家による支援を得ることが有効とされている。
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３ 予算額 ８４,９６５千円
（１）Ｍ＆Ａ支援事業 ７５,０００千円（補助金）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（２）Ｍ＆Ａマッチングコーディネート事業 ９,９６５千円（委託料）
委託料の内訳 ・現状調査及び分析等 ３ ,４７６千円

・Ｍ＆Ａマッチング事例の創出 ４ ,７３３千円
・セミナーの開催 １ ,７５６千円
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デジタル人材確保・育成事業について　
デジタルイノベーション戦略室

１　目的
　　県内ＩＣＴ企業の経営基盤の拡充を図るため、デジタル人材の確保・育成に係る取組を支援する。

２　概要
（１）県内ＩＣＴ企業人材確保事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７,６６４千円
      専任職員１名を配置して、県内外の大学・専門学校等で県内ＩＣＴ企業のＰＲを行い、学生等の県内就職を促進す
　　るほか、採用力向上を目的とした企業向けのセミナーを開催する。

（２）次世代デジタル人材確保・育成事業【新規】　　　　　　　　　　 １２,８００千円
　　　県内ＩＣＴ企業によるインターンシッププログラム等の実施や中高生向けの出前講座を行うほか、今後の先進技術
　　の展望や本県のデジタル化、ＤＸによる実装事例などを紹介するフォーラムを開催する。
　　① 大学生等向け次世代デジタル人材育成事業　　
　　　 ・対　　象　　県内ＩＣＴ企業（７社）　　
　　　 ・事業内容　　県内ＩＣＴ企業で構成する協議会を設置
　　　 　　　　　　　し、以下の取組を行う。
　　　 　　　　　　　　ア　ＩＣＴ企業が連携したインターン
　　　 　　　　　　　　　シッププログラム
　　　 　　　　　　　　イ　ＩＣＴ企業と大学との共同研究等
　　　 　　　　　　　　ウ　ＩＣＴ企業と大学生等の交流イベ
　　　 　　　　　　　　　ント
　　　 ・委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）
　　
　　② ＩＣＴ企業出前講座
　　　 ・対　　象　　県内の中学校・高校等（２０回）
　　　 ・事業内容　　情報関連産業や県内ＩＣＴ企業の魅力を紹介する出前講座の実施
　　③ 「デジタル田園都市国家構想」秋田発ＤＸフォーラム
　　　 ・事業内容　　識者によるパネルディスカッション等の開催、大学生と県内ＩＣＴ企業による先進技術を活用した
　　　　　　　　　　 地域課題の解決に向けたワークショップ等の実施
　　　 ・開催時期　　１０月
　　　 ・委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）

県内企業Ａ

県内企業Ｂ

県内企業Ｃ

県内企業Ｄ

・広報、SNS広告
・事例紹介
・プログラム提案 等

協議会事務局
・大学生
・高専生
・専門生

＜プログラム実施＞
協議会

県内企業群
A B C D

大学生等

インターンシッププログラムの実施イメージ

大学等
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（３）拡大版「秋田ＤＸクラブ」推進事業　　　　　　　　　　　　　　   ６,２１０千円
　　　高校生などを対象に、プログラミング等を学ぶ短期集中型の研修を実施するとともに、ＩＣＴを活用した身近な課
　　題解決に取り組むクラブ活動を支援する。
　　① Ａｋｉｔａデジタルキャンプ実施事業（新規）
　　　 ・対　　象　　県内の中高生（３０人程度）　　

　　　 ・事業内容　　ＩＣＴ企業を講師としてプログラミング等を学ぶ短期集中型（２～３日程度）研修の開催
　　　 ・委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）
　　② 秋田ＤＸクラブ活動支援事業
　　　 ・対　　象　　県内高等学校のパソコン部等（継続２校　新規２校）　　

　　　 ・事業内容　　先進技術に関するセミナー開催、県内ＩＣＴ企業による技術的支援等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     　　７,１８４千円
３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６,６７４千円　 　　　　 １１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１９,４７９千円
（１）県内ＩＣＴ企業人材確保事業　　　　　　　　　　　　　　　      ７,６６４千円
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（地域活性化雇用創造プロジェクト事業費補助金）
　　　　　内　訳　・報酬、期末手当、共済費　　　　　　　　　　　　　４,０７６千円
　　　　　　　　　・講師謝礼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３６０千円
　　　　　　　　　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１,８５７千円
　　　　　　　　　・消耗品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４０千円
　　　　　　　　　・役務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １１８千円
　　　　　　　　　・委託料（ガイドブック制作）　　　　　　　　　　　　 ６６２千円　　　　　　　　　
　　　　　　　　　・会場使用料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４５１千円
（２）次世代デジタル人材確保・育成事業　　　　　　　　　　　　　　１２,８００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　（地方創生推進交付金活用予定）　
　　　　　内　訳　・委託料（協議会運営、フォーラム開催）　　　　　１２,２００千円
　　　　　　　　　・講師謝礼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６００千円
（３）拡大版「秋田ＤＸクラブ」推進事業 　　   　　　　　　　　　　　６,２１０千円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方創生推進交付金活用（予定））
　　　　　内　訳　・委託料（デジタルキャンプ実施）　　　　　　　　　３,４３０千円
　　　　　　　　　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２１２千円
　　　　　　　　　・会場使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５７０千円
　　　　　　　　　・需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　２８８千円
　　　　　　　　　・講師謝礼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１,７１０千円
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ＤＸ普及啓発・促進事業について　
デジタルイノベーション戦略室

１　目的
　　県内企業の生産性や付加価値の向上を図るため、ＤＸの推進に向けたＩｏＴやＡＩ等のデジタル技術の普及啓発を行う　　
　とともに、その導入を促進する。

２　概要
（１）県内産業デジタル化推進事業【新規】　　　　　　　　　　　　　　 ４,５２６千円
　　　デジタル化、ＤＸに関する情報発信等により優良事例の横展開を図り、県内産業のデジタル化を推進する。
　　① ＤＸ推進ポータルサイト運営事業　　　　
　　　 ・事業内容　　デジタル技術を活用し生産性向上等の成果を挙げている事業者の事例や各種支援制度の掲載
　　　　　　　　　　 課題を抱える企業とＩＣＴ企業の解決策のマッチング支援
       ・委託予定先　民間事業者

　　② 業界別デジタル化事例の横展開事業
　　　 ・対    象　　県内の業界団体（福祉・介護、運輸、観光、製造、医工、
　　　　　　　　　　 食品関係など６分野を想定）
　　　 ・事業内容　　デジタル化やＤＸの優良事例を同業種の団体に横展開　
　　　 ・委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）

　　③ デジタル技術活用に向けた伴走型支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　 ・対    象　　県内中小企業等（２０社） 　
　　　 ・事業内容　　ＩＴコーディネータや産業技術センター研究員による
                   　デジタル技術の活用に向けた助言

　　④ デジタル化トライアル事業費補助金
　 ・対    象　　県内中小企業等（１０件）

　　　 ・対象経費　　クラウドサービスの使用料等
　　　 ・補助率等　　補助率１／２以内、限度額１５万円、補助期間６か月以内

秋田県ＤＸ推進ポータルサイト
ＡＫＩＴＡ ＤｅＸ 
(https://digital.pref.akita.lg.jp/)
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（２）企業内デジタル人材育成事業　　　　　　　                     　８,５８１千円
      ＤＸを推進する企業内人材を育成するため、経営者と従業員が一体となってデジタル化に取り組む計画の策定・実
　　践を支援する。　
　　① 企業内デジタル人材育成プログラム　　　　　　　　
       ・対    象　　県内中小企業等（５社）
　　　 ・事業内容　　デジタル化計画の作成・実践に対する専門家の助言、成果発表会の開催
　　　 ・委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）
　　　
　　② ＩｏＴ技術体験研修会　　　　　　　　　　

　　　 ・対    象　　県内企業の従業員等（延べ４０人）
　　　 ・事業内容　　産業技術センター職員によるＩｏＴ機器やシステムの製作を行う体験研修会の開催

（３）企業連携による先進技術等活用促進事業【新規】　　           　　２,０００千円
　　　ＲＰＡやデータの活用等を通じて、異業種企業などが連携するグループ活動を支援する。
　　　 ・対    象　　秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム会員で構成するグループ
　　　 ・対象経費　　講師謝金やソフトウェア使用料などグループ活動に要する経費
　　　 ・補助率等　　補助率１０／１０、上限１００万円

３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５,１０７千円　  　５,５２３千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　    ９,５８４千円
（１）県内産業デジタル化推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　４,５２６千円
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（地方創生推進交付金活用）
　　　　　内　訳　・専門家謝礼　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　６００千円　
　　　　　　　　　・職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　１０４千円
                  ・消耗品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　１３８千円
　　　　　　　　　・使用料（高速料金）　　　　　　　　 　　　　　　　　　９６千円　
　　　　　　　　　・委託料（ポータルサイト保守、事例横展開業務）　　２,０８８千円
　　　　　　　　　・補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　１,５００千円
（２）企業内デジタル人材育成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　８,５８１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（地方創生推進交付金活用）　
　　　　　内　訳　・消耗品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　３６０千円
　　　　　　　　　・委託料（セミナー、育成プログラム実施等）　　　　８,２２１千円
（３）企業連携による先進技術等活用促進事業    　　　　　　　　　　　２,０００千円（補助金）　　　　
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伝統的工芸品商品開発インターンシップ事業について【新規】
（伝統的工芸品等振興事業）

地域産業振興課　

１　目的
　　新たな販路開拓や商品の魅力向上につなげるため、若い感性を持つ学生等の視点を取り入れた斬新なアイディア
　を生み出し、生活様式の変化によるニーズを捉えた新商品を作り上げる。

２　概要
　　伝統的工芸品に興味を持つ県内外の学生等を対象に、産地での工房体験や商品開発ワークショップ等を実施する
　ほか、参加者と産地との商品開発ミーティングを定期的に開催・運営する。
　　また、その後の試作品の製作やテストマーケティングの実施などの産地の取組を支援する。
   
    委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）

３　予算額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２,６９４千円
　　　・伝統的工芸品商品開発インターンシップ事業業務委託 　　　　２,６７９千円
　

　　　　 委託料の内訳　 インターンシップ企画運営費　　　　     　１,１７７千円
　　　　　　　　　　　　受託者旅費交通費                       　 　１７１千円
　　　　　　　　　　　　参加者募集等広報宣伝費                    　５２８千円

　　　　　　　　　　　　商品開発・試作・テストマーケティング費　　　８０３千円

　　　・職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 １５千円
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（参考）事業イメージ　

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度～

第39回伝統的工芸品
月間国民会議全国大
会（工芸エキスポ）の
開催
　

⇒本県工芸品の魅力
の県内外へのPRに成
功・知名度UP
　　

⇒産地と県内大学等
とのパイプを構築
　

⇒若い感性を持つ学
生等とのコラボの必要
性が強調

産地・事業者の声
　

・後継者確保も課題で
あるが、当面は商品開
発・販路拡大に注力し
収益の増加に向けて
取り組みたい。

　インターンシップの実施　※６名定員、１産地での実施を想定

開発した新商品の
本格販売

産地の声も参考に
しながら後継者確
保を目的としたイ
ンターンシップの
実施も検討

県

　　委託事業者
　

伝統的工芸品産業に
精通しインターンシップ
事業の実績を持つ事
業者を想定

委託

・企画提案競技の実施、業務委託
・参加産地・事業者の募集

・インターンシップの企画・コーディネート
・県内外からの参加者募集、広報宣伝
・工房体験・ワークショップ（１泊２日）の実施運営
・参加者と産地との商品開発ミーティングの開催・運営

（インターンシップ終了後）
・産地による試作品製作、テストマーケティングの実施支援

工房体験 グループワーク アイディア発表
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（参考）R4.11月 工芸エキスポにおける学生との連携（秋田公立美大特別展、TOHOKU CRAFT学生コラボプロジェクト）

↔
秋
田
公
立
美
大
特
別
展

↓仙台箪笥と学生のコラボ（水筒、スマホホルダー、パレット）

↑樺細工と学生のコラボ（カレンダー）
↓大館曲げわっぱと学生のコラボ（新色）
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   県内企業の課題解決による経営基盤強化と関係人口の創出・拡
大により、地域経済に新たな付加価値を生み出し、「ひと」と
「しごと」の好循環を創出する

 ◆プロ人材の活用による県内企業の成長戦略の達成

 ◆企業成長による地域経済の活性化

 ◆首都圏等からの人材環流、関係人口の創出・拡大

　

１　目的
　プロフェッショナル人材戦略拠点の設置・運営、民間人材紹介事業者を介したプロフェッショナル人材の雇
用や副業・兼業人材の受入を支援し、県内企業の経営基盤強化を図る。 

プロフェッショナル人材活用普及促進事業について

地域産業振興課

２　概要
（１）プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業　　　　　  ４５,２２７千円
　　（公財）あきた企業活性化センターにプロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、プロフェッショナル人　
　材や副業・兼業人材と県内企業とのマッチングを支援する。
  

目指す姿

プロフェッショナル
人材戦略拠点

(マネージャー１名、
サブマネージャー４名、

スタッフ２名)
登録

経営課題の把握
人材ニーズ掘り起こし

人材ニーズ取次ぎ

事業イメージ

１ プロ人材戦略拠点設置事業
（１）相談件数       1,497件
（２）取次件数       1,033件
（３）成約件数          346件
     （うち副業兼業 64件）
２ プロ人材活用促進事業費補助金 
 【採択件数】R3:9件、R4:3件
３ 副業・兼業人材活用促進事業費補助金
 【採択件数】R3:3件、R4:7件  

令和４年１２月末現在　　

　

実績
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（２）プロフェッショナル人材活用促進事業　　　　          ３,０００千円 
  　プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、県内への移住を伴う県外の人材を雇用する際に県内企業が
　負担した人材紹介手数料の一部を助成する。  
　　 ・補助率　１／２ 
　　 ・限度額　通常枠：５００千円、DX人材枠：１,０００千円 
　　 ・補助枠　通常枠：２件、DX人材枠：２件

（３）副業・兼業人材活用促進事業【新規】　　　　　      １７,１９４千円
　  
    ① 副業・兼業人材活用促進事業費補助金　　　　
　　   プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、県外から副業・兼業人材を受入れる際に県内企業が負担
　　 した人材紹介手数料と旅費の一部を助成する。
　　 ・補助率　１／２ 
　　 ・限度額　通常枠：１５０千円、DX人材枠：３００千円 
　　 ・補助枠　通常枠：２０件、DX人材枠：２０件
 　 
    ② 副業・兼業人材活用普及啓発業務委託　　　
　　   民間人材紹介事業者とプロフェッショナル人材戦略拠点の連携により、県内企業向けセミナーを開催
　　 するほか、県外の副業・兼業人材に向けて情報発信を強化する。
　　 ・委託先　(公財)あきた企業活性化センター
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５,４２１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （地方創生推進交付金活用予定）

（１）プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業　　　　　　４５,２２７千円

                            内　訳    ・職員旅費  　 　      １３７千円　
     　　　　　　　　　　　　　　　　 ・委託料          ４５,０９０千円　
　　　　                    
                            委託料の内訳
   　　                       人件費                    ３４,０８０千円
　　　　     　　　　         事業費　　　　　　          ４,２２９千円
　　　　　　     　　         一般管理費等　　　          ６,７８１千円　

（２）プロフェッショナル人材活用促進事業　　　　　　　　  ３,０００千円（補助金）

（３）副業・兼業人材活用促進事業　　　　　　　　　　　　１７,１９４千円
    　　 内　訳　　副業・兼業人材活用促進事業費補助金　　 ９,０００千円
    　　　　　     副業・兼業人材活用普及啓発業務委託　　 ８,１９４千円

　　     委託料の内訳  
           講師謝礼・旅費(セミナー)　 　　       　　　　    ４０２千円 
　　　 　　印刷製本費等(セミナー)　　　 　　 　　　　　  　  ９６０千円 
　　　 　　広告宣伝費(セミナー・県外人材向け情報発信)   　２,４００千円 
　　　 　　会場使用料(セミナー) 　　　　　　　　　 　　   １,２００千円
　　　 　　WEBサイトの特集ページ製作・運営費　　　　　  　２,０００千円
　　　 　　一般管理費等　　　　　　　　　　　　　　　  　 １,２３２千円
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リーディングカンパニー創出応援事業について
地域産業振興課

１　目　的 
 生産性向上による賃金水準の向上や企業価値の向上に資する取組を支援し、地域経済を牽引するリーディングカンパニ

ーを創出する。 
 
２　概　要 
（１）伴走型リーディングカンパニー育成支援事業　 　　　  　 　　 　 ４,９４７千円 
　　　リーディングカンパニーを目指す企業に対して、事業計画策定から生産性向上の取組まで一貫した伴走支援を実施　
　　する。 
（２）リーディングカンパニー創出支援事業　　　　　　　　　　　  　９０,０００千円 
  　生産性の向上や企業価値の向上に資する取組に要する経費を助成する。 

　　　・補助対象  賃金水準や企業価値の向上等を目指す企業（製造業） 
　　　・交付要件　５年間で次の基準を達成する事業計画であること 
　　　　　　　　　  ① 労働生産性の伸び率が年率平均３．０％以上 
　　　　　　　　　  ② 給与支給総額及び初任給の伸び率が年率平均２．０％以上　等 
   ・対象経費　新商品開発、販路拡大、生産性向上、企業価値向上等に要する経費

　　　・補 助 率　１／２
　　　・限 度 額  １５,０００千円／年 
　　　・補助期間　最長３年間 
 
３　予算額　　　　　　  　　　　　　　　　　　  　          　　  ９４,９４７千円 
（１）伴走型リーディングカンパニー育成支援事業　　　           　　 ４,９４７千円 
                 内  訳　　・報酬（タスクフォースマネージャー）  　 ４,３５６千円 
                           ・職員旅費等 　　　　　　　           　　　５９１千円 
　　　　 
（２）リーディングカンパニー創出支援事業　　　 　            　　 ９０,０００千円（補助金） 
                    補助金の内訳　　  １５,０００千円×６社　（継続３社、新規３社） 
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（参考）令和４年度のリーディングカンパニー創出応援事業の取組状況について

 県内の地域バランスや業種も考慮して、幅広い分野で地域経済を牽引するリーディングカンパニーを創出し、芯の強い
県内産業の構築を目指していく。

 東光鉄工(株)

丸大機工(株)

(株)斉藤光学製作所

令和４年度採択企業
企業名 取り組みテーマ等

 東光鉄工(株)

【所在地】大館市           
【業種】はん用機械器具製造業

【取組テーマ】
 基幹事業（建築鉄骨・クレーン・産 
 業機械等）のグレードアップ及び
 UAVを中核とする次世代新規事業の
 推進による、「ものづくりリーディ
 ングカンパニー」

 

 (株)斉藤光学製作所

【所在地】美郷町           
【業種】窯業・土石製品製造業

【取組テーマ】
 秋田における高度技術と高度
 人材のミックスハブとなる「先
 進研究開発リーディングカンパ 
 ニー」

 

 丸大機工(株)

【所在地】にかほ市          
【業種】生産用機械器具製造業

【取組テーマ】
 工場の自動化・DX管理等の最新生
 産体制の構築などによる、地域と共 
 生・牽引する「ものづくりモデル企
 業」
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産学官共同電動化システム研究開発事業について
（航空機システム電動化研究・開発推進事業）

輸送機産業振興室

１　目的

２　概要

・事業内容：大学における次の３つの先進的取組に要する経費を助成する。

　小型化・軽量化を実現する新世代（高効率）モーター等の電動化研究及び施設整備、また、これまでにないスピードで進む

社会変革に対応できる思考・戦略を持つ人材の開発など、先進的取組を行う大学を支援することで、将来の中核的産業の振興
及び若者の雇用を確保する。　

① 研究開発関連
　 県内企業と連携した航空機システムの電動化に係る新世代モーター、応用機器、システム設計の研究開発
② 施設等整備関連
　 研究開発や人材開発に必要な施設・設備等の整備
③ 人材開発関連
　 グローバルに活躍できる人材の育成、社会人へのリカレント教育等

・補助対象：秋田大学、秋田県立大学

・対象経費：事業計画に基づく上記①～③の取組に要する経費

・補 助 率：１０／１０（国２／３、県１／３　等）

・補助期間：令和元年度～令和５年度（５年）

３　予算額　　　　　　　　　　　                     　         ３１４,６３５千円 　　       １９５,８２１千円
     　　　　　６,８００千円
           １１２,０１４千円

内　訳 職員旅費等　　　　１,６３４千円
補　助　金　　３１３,００１千円

補助金の内訳
人件費・謝金　　　　　　　９５,７４０千円
研究設備・物品費　　　　　６１,１４７千円　　　
共同研究・施設管理費等　１５６,１１４千円

 

（地方大学・地域産業創生交付金活用）
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国内最大級のモーター特性評価設備

航空機実寸大グリッド

（参考）電動化システム共同研究センターのこれまでの主な取組と今後の計画

●県内企業と連携した高効率モーターの試作
　　 航空機システムの電動化をはじめ、産業分野に広く展開できるモーターを試作

●モーター性能を評価する大型の試験設備導入による研究の加速化
　　 電動化システム共同研究センターの研究での活用に加え、県内外の企業の活用を促すこと
    で、電動化研究の拠点化を推進

●秋田大学と秋田県立大学の両大学院に共同専攻を設置
　　 輸送・機械システムなど、多様な工学分野の知識・技術を修得し、我が国および地域の産
    業振興に寄与貢献できる人材の育成や、社会人を対象としたリカレント教育の推進

これまでの主な取組

●島根県との連携による産業用モーターの開発の加速化
　　 高性能磁性材（島根県）を活用したドローンなどの産業用モーター開発の加速化

●航空機実寸大のグリッド（送電線）による試験
　　 単通路型旅客機（座席数150～200）を模した実寸大グリッド（送電線）を活用し、航空機
　　に搭載される機器・装置の稼働状態をシミュレーション

●秋田大学・秋田県立大学の両大学院と海外大学との単位互換
　　 航空宇宙工学分野に強みを持つ海外大学との単位互換により、技術者としてグローバルに
　　活躍できる人材開発を推進

今後の計画

33ｍ×19.5ｍ
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輸送機産業電動化等対応促進事業について
                                                                                                  輸送機産業振興室

１　目的
　輸送機産業の電動化が急速に進展する中、電動化に係る意識啓発から量産体制構築までを総合的に支援することにより、県内
輸送機関連企業等の競争力強化と新規参入の促進を図る。

２　概要
　（１）電動化啓発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　６００千円
　　　専門家によるセミナーを開催し、県内企業の電動化に係る意識を啓発する。
　　　　 ・内　  容：市場動向、電動化部品の生産に必要な技術情報等
　　　　 ・講　  師：自動車メーカーＯＢ等

　（２）電動化人材開発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　２,７９１千円
　　　① 県内企業ＰＲの実施
　　　　 大学生に対し、県内輸送機関連企業の情報を提供・ＰＲする。
　　　　 ・内　  容：県内大学の構内において企業の製品・技術展示会の開催等
　　　② 中核人材育成研修会の開催
　　　　 県内企業の中核となる技術者育成のための研修会を開催する。
　　　　 ・内　  容：品質管理や現場改善のための問題解決手法等
　　　　 ・講　  師：自動車メーカーＯＢ
　

　（３）電動化研究開発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　７８,４８８千円
　　　① 研究開発支援
　　　　 電動化部品製造への参入・拡大に向けて、研究開発に対し助成する。
　　　　 ・補助対象：県内企業
　　　　 ・対象経費：試作費、原材料費等
　　　　 ・補 助 率：１／２　　　
　　　　 ・限 度 額：２,５００千円
　　　② 軽量部品の製造に係る研究開発
　　　　 複合材を活用した軽量部品製造の研究開発を推進する。
　　　　 ・実施方法：秋田複合材新成形法技術研究組合への委託により実施

電動化啓発促進事業セミナー

電動化人材開発促進事業
中核人材育成研修会
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（４）電動化ビジネスマッチング支援事業　　　　 　　　　　　　　　１６,０４３千円
　　① ビジネスマッチングコーディネーターの配置
　　　 中京圏に配置しビジネス創出を支援する。
　　　 ・内　　容：発注企業のニーズ収集、県内企業の商談支援等
　　　 ・コーディネーター：自動車部品メーカーＯＢ
　　② 電動化に係る国際認証取得支援

　　　 航空機・自動車部品のグローバルな調達基準である国際規格(認証)取得経費を助成
　　 する。
　　　 ・補助対象：県内企業
　　　 ・対象経費：コンサルティング費、審査料等
　　　 ・補 助 率：１／３
　　　 ・限 度 額：２,０００千円

（５）電動化設備導入支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 １７０,０３５千円
　　電動化に係る輸送機関連部品等の生産に必要な設備導入に対し助成する。
　　　 ・補助対象：県内企業
　　　 ・対象経費：設備導入経費等
　　　 ・補 助 率：１／２・１／３
　　　 ・限 度 額：５０,０００千円

　　　 ・補助要件：給与総額及び初任給年率２.０％増を３年以上実施するための計画策定  

コーディネーターによる県内企業訪問
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６７,９５７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　 （地方創生推進交付金活用）

（１）電動化啓発促進事業　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　６００千円

                                            　　　　　　　　　　 

（２）電動化人材開発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ２,７９１千円
                                                           

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（３）電動化研究開発促進事業　　　　　　　                      ７８,４８８千円
                                                           　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（４）電動化ビジネスマッチング支援事業　　                      １６,０４３千円
                                                           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（５）電動化設備導入支援事業 　　　　　　　　　　　 　 　  　 １７０,０３５千円
                                                           　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 

　　 ９７,９６３千円
　 １６９,９９４千円

・講師謝礼　　　　　　　　　  ２００千円
・職員旅費等　　　　　　　　  ３００千円
・使用料（会場使用料）　　　  １００千円  

・講師謝礼　　　　　　　　　　３００千円
・職員旅費等　　　　　　　　　７９３千円
・委託料（展示会開催等） 　１,４７４千円
・会場使用料、消耗品等　　　　２２４千円

・職員旅費  　　　　　　　  　９７６千円
・委託料（研究開発）　 　７０,０００千円
・補助金　　　　　　　 　　７,５００千円
・使用料（高速料金）　　　　　　１２千円

・職員旅費  　　　　　　　　　６８９千円

・補助金　　　　　 　 　 １５,３３０千円
・使用料（高速料金）　　　　　　２４千円

・職員旅費　　　　　　　　　　　１９千円
・補助金 　 　 　　　　１７０,０００千円
・使用料（高速料金）　　　　　　１６千円

内  訳

内  訳

内  訳

内  訳

内  訳
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（参考）事業全体の構成

量　産

人材開発

ビジネスマッチング

意識啓発

研究開発

新規参入

事業拡大

○企業にあわせた総合支援
○意識啓発から量産体制構築までをサポート

設備導入支援

コーディネーター配置

国際認証取得支援

研究開発支援

軽量部品の製造法開発

学生向け県内企業PR

中核人材育成研修会
電動化セミナー

　市場や技術動向

　製品・技術展示会

とＳＮＳによるＰＲ

　問題解決の手法や
ＱＣＤの向上など

対象経費：試作費等

補助率：１／２

限度額：2,500千円

　複合材を活用した軽
量部品の成形・加工技
術の研究開発を委託

　商談等を支援するた
め、自動車部品メー
カーＯＢを中京圏に
コーディネーターとし
て配置

補助率：１／３

限度額：2,000千円

補助率：
　中小企業 １／２
　中核企業 １／３

限度額：50,000千円

要　件：
・電動化に対応する
 部品の生産等

・投資10,000千円以 
 上

・事業計画に中長期
 的な賃金計画を記
 載

対象経費：
　航空機・自動車部
品製造に必要な認証
取得のためのコンサ
ル料、審査料等

設備導入経費（投下
固定資産）等
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あきた企業立地促進助成事業について

産 業 集 積 課
エネルギー・資源振興課

１ 目 的
本県経済に対し波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場の新増設等の設備投資に係る費用

の一部を助成する。

２ 概 要

３ 予算額 ２,３４７,５１０千円

（１）設備投資支援型
・対象業種 製造業（環境・エネルギー型、資源

素材型企業を含む）、研究開発型企
業、情報通信関連型企業

・投資額要件 ３億円以上(土地代を除く)
・雇用要件 新規常用雇用者１０人以上
・補 助 率 １０％（要件に応じた補助率の加算あり)
・限 度 額 ５億円

(既存立地企業の場合は３億円。

要件に応じた限度額の加算あり)

（２）事業集約支援型
・目 的 県内への事業集約の推進
・対象業種 製造業及び製造関連サービス業
・投資額要件 事業集約に伴う経費１千万円以上
・雇用要件 新規常用雇用者２人以上
・補 助 率 ２０％
・限 度 額 ２千万円

（１）産業集積課分 ２,１５１,６０４千円（補助金）
・財源内訳 ２６１,６２２千円

※電源立地地域対策交付金

１,８８９,９８２千円
※地域活性化対策基金繰入金

（２）エネルギー・資源振興課分 １９５,９０６千円
※全て一般財源

・内訳 補助金 １９５,２２５千円
事務費 ６８１千円
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《別表》

あきた企業立地促進助成事業（当初予算内訳）

【産業集積課分】 【エネルギー・資源振興課分】

1 ＤＯＷＡセミコンダクター秋田㈱ 秋田市 3,761,000 500,000 250,000 1 秋田エコプラッシュ㈱ 能代市 400,000 60,000 60,000

2 三菱マテリアル電子化成㈱ 秋田市 4,353,960 500,000 250,000 2 東光鉄工㈱ 大館市 305,140 45,771 45,771

3 アルファエレクトロニクス㈱　 由利本荘市 603,365 150,841 150,841 3 ユナイテッド計画㈱ 秋田市 596,365 89,454 89,454

4 東電化工業㈱ 大仙市 436,400 87,280 87,280 3件 1,301,505 195,225 195,225

5 ニプロ㈱ 大館市 65,801,654 1,000,000 300,000 681

6 ㈱村田指月FCソリューションズ 羽後町 1,661,000 332,200 332,200 195,906

7 由利工業㈱ 由利本荘市 1,747,900 262,185 262,185

8 秋田精工㈱ 由利本荘市 583,579 87,536 87,536

9
㈱高英・㈱長谷川建設・西尾レント
オール㈱

横手市 1,695,000 339,000 339,000

10 コスモ工機㈱ 秋田市 483,753 72,562 72,562

11 ㈱ＳＭＭプレシジョン（事業集約型） 能代市 245,825 20,000 20,000

11件 81,373,436 3,351,604 2,151,604 14件 2,347,510

投下固定資産 投下固定資産

補助金　計

事務費

　計

計 合　　　　計

番
号

企　業　名 所在地
予算額
（千円）

番
号

企　業　名 所在地
予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象額
（千円）

補助予定額
（千円）
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リモートワーク活用立地誘発事業について【新規】

産 業 集 積 課

１　目的
　　首都圏の情報関連企業等による県内への拠点開設を誘発するため、県内サテライトオフィスを活用したリモートワ
　ークを推進する。

２　概要
　・対　　象　　　情報関連企業等
　・事業内容
　　① 本県企業経営者等のネットワーク、秋田県産業サポータークラブ、県人会
　　　 組織等を活用したサテライトオフィスのＰＲ
　　② 県内のサテライトオフィス（県内３９か所）をはじめとした事業環境及び
　　　 生活環境等の紹介、リモートワーク環境等のセミナーを開催（年４回）
　　③ 参加企業へのフォローアップ
　・委託予定先　　企画提案競技により決定

３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２,９４４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （地方創生推進交付金活用予定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　内訳　　・職員旅費　　　　　　　　　　２２８千円　　
  　　　　　　　　　　　　　・講師謝礼金　　　　　　　　　　８０千円　
　　　　　　　　　　　　　　・委託料(セミナー運営料）  ２,４３６千円
　　　　　　　　　　　　　　・会場借上料　　　　　　　　　２００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

サテライトオフィス環境

【県内サテライトオフィスの位置】
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秋田港飯島地区工業用地整備事業について

（秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計）

産 業 集 積 課

１ 目 的
秋田湾産業新拠点の立地促進を図るため、分譲用地

敷地内の団地内道路等の整備を行う。

２ 概 要
（１）工事内容

団地内道路整備及び埋設物移設工事を行う。
① 団地内道路北側路盤工事
② 交差点改良に伴う埋設物移設工事

（２）その他
工業団地の維持管理費及び電柱移設に係る補償費

３ 予算額 １４４,８６７千円

内訳 ・工事費(路盤工、埋設物移設) １３８,０００千円
・委託料(維持管理、分筆測量) ３,５００千円

・補償費(電柱移設) ３,０００千円
・利子及び償還金 ３６７千円
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下新城地区工業団地整備事業について

（工業団地開発事業特別会計）

産 業 集 積 課

１ 目 的

再生可能エネルギーを活用した工業団地の整備に向け、基本設計、詳細設計を策定する。

２ 概 要

・基本設計 整地設計、団地内道路設計、

緑地・公園配置

・詳細設計 工事詳細図面作成、数量計算、

概算工事費積算

・伐木等 伐木作業

・その他 不動産鑑定、公有財産購入

３ 予算額 ２６８,５００千円

内訳 ・委託料（基本設計、詳細設計、伐木等） ２１５ ,０００千円
・その他（不動産鑑定、公有財産購入） ５３ ,５００千円
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（参考）事業予定地
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秋田スタートアップエコシステム推進事業について【新規】

商業貿易課

１　目的
　これまでにないアイデアやビジネスモデル等によるイノベーションを生み出すとともに、社会課題の解決にも貢献するス
タートアップの創出を支援するための環境（エコシステム）を構築する。

２　概要
（１）秋田スタートアップエコシステム地域プラットフォーム構築事業　　　　　　　８,６７４千円
　　　スタートアップのサポートに取り組む多様な関係者で構成
    される地域プラットフォームの構築に向け、フィールド調査
    等を行い、支援の方向性を決定する。

　　　・調査内容　県内のスタートアップ候補、首都圏等の
　　　　　　　　　スタートアップの県内事業展開の意向、
　　　　　　　　　県内の地域課題や社会課題の掘り起こし・
　　　　　　　　　深掘り
　　　・事業期間　令和５年６月～令和６年２月
　　　・実施主体　企画提案競技により委託先を選定
　　

・スタートアップ
　　新しいビジネスモデルを考えて、新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供したり、社会に貢献することによって事業の価値　
　を短期間で飛躍的に高め、株式上場や事業売却を目指す企業や組織

・スタートアップエコシステム
　　スタートアップをサポートする多様な人材や組織が集まり、相互に関連しながら活動することで、スタートアップが継続的に立ち
　上がり、その中から大きく成長する企業が現れるという状況が生じる仕組み

【プレーヤー】
・学生・若者等
・潜在的起業者等
・スタートアップ候補等

【支援機関】
・行政、商工団体、金融機関等
・大学、関係企業等
・地域コミュニティ等

【県外関係者】
・スタートアップ
・ベンチャーキャ
　ピタル
・コミュニティ、
　人脈

支援/

協力

協力

進出

スタートアップエコシステム地域プラットフォーム（想定）
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（２）県内スタートアップ発掘・成長支援事業　　　　　　　　　　　　３,４３６千円
　　① 起業家・スタートアップ交流ラボ（仮称）の開催
　　　 若年層の起業意識醸成や新たな事業の創出等を促進するための交流イベントを実施する。
　　　 ・事業内容　　起業家、スタートアップ、起業準備者、学生、地域おこし協力隊等を対象とした交流イベント
　　　 ・実施時期　　令和５年１１月頃
　　　 ・実施主体　　（公財）あきた企業活性化センター（県から補助金として支出）

　　② 県内スタートアップの発掘・成長支援
　　　 将来の県内発スタートアップ創出につなげるため、成長意欲の高い起業家を支援する。
　　　 ・事業内容　　県内のスタートアップ候補企業に対する先輩起業家等による伴走支援
　　　 ・事業期間　　令和５年６月～令和６年３月頃
　　　 ・実施主体　　企画提案競技により委託先を選定

（３）起業・創業・スタートアップ支援情報一元化事業　　　　　　　２,７３５千円
　　　　県内での起業・創業・スタートアップ設立の際に活用可能な、
　　　県、市町村、商工団体等の支援情報を一元化したポータイルサイト
　　　を構築する。
　　　 ・事業内容　　移住・定住総合ポータルサイト内へのスタートアップ
　　　　　　　　　　 等の支援ポータルサイトの構築・管理
　　　 ・事業期間　　令和５年５月～令和６年３月３１日
　　　 ・委託予定先　(株)トラパンツ（移住・定住総合ポータルサイト構築
　　　　　　　　　　 ・管理者）

秋田県移住・定住総合ポータルサイト
「”あきた暮らし”はじめの一歩」
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４,８４５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （地方創生推進交付金活用予定）

（１）秋田スタートアップエコシステム地域プラットフォーム構築事業　　　　　　　　　　８,６７４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　・委託料(フィールド調査等業務)　８,０３２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・職員旅費　　　　 　　　　　　　　３３２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・消耗品等　　 　　　　　　　　　　３１０千円　

（２）県内スタートアップ発掘・成長支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３,４３６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　・補助金　　　　　　　　　　　　２,０８１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・委託料(伴走支援業務)　　　　　１,１０４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・職員旅費等　 　　　　　　　　　　　９１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・消耗品等　　　 　　　　　　　　　１６０千円

（３）起業・創業・スタートアップ支援情報一元化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　２,７３５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　・委託料(サイト構築･管理業務) 　２,６９９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ・消耗品等　　　 　                  ３６千円
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商業・サービス事業者等ＥＣサイト活用促進事業について【新規】
商業貿易課

１　目的
　デジタル化の進展やスマートフォンの普及等に加え、コロナ禍による購買行動の変化を受け、国内のＥＣ市場は拡大を
続けているものの、県内事業者のＥＣ活用が低調であることから、県内事業者のＥＣサイトの活用を促進し販路拡大を図
る。

２　概要
　県内事業者のＥＣ活用による販路拡大の支援を目的として、商工団体等が連携して実施するＥＣ販売に即した商品開発
支援やＥＣ活用人材の育成等の取組に対し助成する。　　
　　・補助対象　　　秋田県産品ＥＣ活用促進協議会（仮称）
　　・対象経費　　　商品開発、大手ＥＣサイトへの出展準備、プロモーション活動、人材育成プログラムの実施等に要
　　　　　　　　　　する経費
　　・補 助 率　　　１０／１０
　　・事業期間　　　令和５年５月～令和６年３月３１日

３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０,９７０千円（補助金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＢtoＣ－ＥＣ市場規模の経年推移（単位：億円）
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出展：経済産業省「令和３年度デジタル取引環境整備事業（電子商取引に関する市場調査）」

＜参考＞
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県内貨物自動車運送事業者エコタイヤ導入支援事業について【新規】 
（環日本海物流ネットワーク構築推進事業）

商業貿易課

１　目的
　燃料価格の高止まりを踏まえ、県内トラック運送事業者のエコタイヤの導入を支援することにより、燃費向上による経
費節減及び温室効果ガスの削減を図る。 

２　概要
　　県内トラック運送事業者のエコタイヤ購入費用の一部に対して補助金を支給する。 
　　　・補助対象　　：県内に営業所を有するトラック運送事業者 
　　　・対象車両　　：県内で登録されている事業用貨物自動車 
　　　・対象タイヤ　：転がり抵抗の低減により燃費向上に資するエコタイヤ 
　　　・委託予定先　：（公社）秋田県トラック協会 
　　　・事業期間　　：令和５年４月～令和６年２月 
　　　・スケジュール：委託契約　令和５年４月
　　　　　　　　　　　申請受付　令和５年５月～令和６年１月
　　　　　　　　　　　支　　払　交付決定後、随時

３　予算額      　　　　　　　　　                               ４５３,３３４千円
　　　　　　　　 　　　　（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

　　　内　訳　　・補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４３８,５００千円
　　　　　　　　・委託料（申請受付等業務：人件費２名・印刷費等） 　１０,０００千円
　　　　　　　　・報酬等（会計年度任用職員２名）　　 　　　　　　　　３,７３４千円
　　　　　　　　・消耗品等　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　１,１００千円
   
　　　　　　　（補助金の内訳） 
　　　　　　　　　小型貨物車：２０千円（1台当たり）×　 ９００台＝　１８,０００千円 
　　　　　　　　　中型貨物車：３０千円（1台当たり）×２,１００台＝　６３,０００千円 
　　　　　　　　　大型貨物車：６５千円（1台当たり）×５,５００台＝３５７,５００千円
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県内企業輸出促進応援事業について
（海外展開・交流支援事業）

商業貿易課

１　目的
　新たに海外展開に取り組もうとする県内企業等を支援するため、経営相談・指導等を行う支援機関の職員に対する貿易
講座を実施するほか、事業者の初期活動に対して助成を行うことにより、県内企業の貿易取引を促進し、県経済の活性化
を図る。

２　概要
（１）海外ビジネス支援人材育成事業【新規】　　　　　　 　 　１,２００千円
　　商工団体や自治体等の職員に対し、企業の海外展開支援に必要な貿易知識を習得するための講座を開催する。
　　　・開催回数  ：年５回 
　　　・募集人数  ：３０名 
　　　・委託予定先：ジェトロ秋田貿易情報センター

（２）海外展開はじめの一歩応援事業【新規】　　　　　　   　　３,６００千円 
　　企業が輸出等に取り組む前提となる海外事業計画等の策定に要する経費に対して助成する。 
　　　・補助対象　：新たに海外展開に取り組む県内中小企業者等 
　　　・対象経費　：専門家招聘及びマーケティング等に要する経費 
　　　・補 助 率　：２／３ 
　　　・限 度 額　：１,２００千円

３　予算額 
（１）海外ビジネス支援人材育成事業　　　　　　　　　　　　  　１,２００千円 
　　　　内　訳　　・委託料（貿易講座業務：講師謝金・旅費等）　１,０８８千円 
　　　　　　　　　・職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　７６千円 
　　　　　　　　　・消耗品等　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３６千円 
 
（２）海外展開はじめの一歩応援事業　　　　　　　　　　　　  　３,６００千円（補助金） 
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新エネルギー産業創出・育成事業について

エネルギー・資源振興課

１ 目的

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、新エネルギー関連産業への県内

企業の参入等を促進する。

２ 概要

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 １０,３４６千円

再生可能エネルギーの導入に関する県民の理解促進を図る。

① 再生可能エネルギーの導入意義、地域のメリット等に関する県民

への普及啓発

ア 全戸配布広報紙（２頁×１回）・新聞広告（１５段カラー×２

回）による広報

イ 理解促進イベントの開催

ウ 中高生の保護者向け洋上風力発電関連啓発資料の作成（新規）

② 再生可能エネルギー発電事業における地域共生の推進

ア 地域共生に係る市町村会議の開催

イ 洋上風力発電事業者の有するリソース・ノウハウと本県が抱える地域課題のマッチングを

行う「洋上風力発電を起点とした秋田の未来づくり会議（仮称）」の開催（新規）

R4 洋上風力発電理解促進セミナー
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[ 会議の構成等 ]

（２）新エネルギー関連産業集積拠点化推進事業【新規】 ２４,３１５千円

新エネルギー関連産業の集積拠点の形成に向けた取組を展開する。

① 発電事業者・メーカーと県内企業のマッチング

ア 洋上風力発電関連産業への参入に意欲的な県内企業等の連携促

進に向けた「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」の開催

イ マッチングフォーラムの開催等を通じた個別マッチングの実施

ウ 洋上風力発電メンテナンスにおける県内企業の技術の活用等に

関する官民連携研究会の開催

エ 県内風力発電関連企業の技術等を発電事業者・メーカーに紹介

するためのガイドブックの作成
R4 マッチングフォーラム

(洋上風車関連)
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② 新エネルギー関連産業への参入に取り組む県内企業等への支援

ア アドバイザーの派遣

・新エネルギー関連事業への参入に向けた課題解決等への支援を行う「新エネルギーアドバ

イザー」の派遣

・洋上風力発電関連産業における海外企業との折衝等に関する支援を行う「高度支援アドバ

イザー」の派遣

イ 人材育成、部品認証取得等への助成（補助金）

③ 県外関連企業の誘致活動

④ 将来の洋上風力発電関連産業を担う次世代人材の育成

ア 洋上風力発電人材育成プロジェクトによるモデル講座の

実践等

イ 県内大学の関連講座における県職員による講義の実施

ウ 県内工業系高校における電気主任技術者による出前講座

の実施

区分 補助対象経費 補助率 限度額

人材育成 風力発電等のメンテナンスに必要

な専門的知識、資格等の習得に要

する受講費等

１／２ １人当たり５００千円

部品認証取得等 部品製造に係る認証取得や洋上風

力発電メンテナンス関連機器の研

究開発に要する機器購入費等

１／２ １件当たり１,０００千円
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エ 県内中学校２年生・高校２年生向け教材及び保護者向け啓発資

料の作成（紙媒体・デジタルデータ）【新規】＊一部再掲

（３）洋上風力発電導入促進事業 １３,２１８千円

洋上風力発電の更なる導入拡大に向けた環境整備を行う。

① 再エネ海域利用法に基づく促進区域における法定協議会の運営

② 発電設備に係る固定資産税の円滑な課税に向けた研究会の開催

③ 更なる沖合への導入可能性に関する調査等【新規】

ア 水深３０ｍ以深の海域における着床式・浮体式の導入可能性に

関する調査

・ 海底地形、風況、浮体式の係留方式等に係る文献調査

・ 航路、漁業等に関する関係団体等へのヒアリング調査

イ 候補海域の設定に向けた検討委員会の開催

④ グリーンイノベーション基金による浮体式実証事業の誘致活動

区分 目的 内容

教材 洋上風力発電への生徒の興味・関心を

深め、関連分野への県内進学・就職に

つなげる。

洋上風力発電の導入意義・メリット、

発電の仕組み、建設・メンテナンス

業務の内容など

啓発資料 洋上風力発電に関する理解を促進する

とともに、生徒の関連分野への県内進

学・就職につながる情報を提供する。

教材の内容のほか、関連産業への県

内企業の参入状況など

浮体式の係留方式

ＴＬＰ型 コンパクト スパー型

セミサブ型

-40-



（４）水素エネルギー導入促進事業 ８４１千円

産学官連携による「秋田水素コンソーシアム」の活動を通じて、再

生可能エネルギーに由来する水素に関する知見の収集、水素エネルギ

ーの導入可能性の検討等を行う。

① 水素の製造・貯蔵技術等に関するセミナーの開催

② 水素エネルギーの導入に関する先進事例調査

（５）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ６,８６２千円

発電や地場産業、農林水産業、観光等での利用など地熱エネルギー

の多面的な利用を促進する。

① 産学官連携による「地熱エネルギー多面的利用促進コンソーシア

ム」による先進事例調査等

② 地熱資源の利活用に関する県民への普及啓発

ア シンポジウムの開催

イ 全戸配布広報紙（４頁×１回）による広報

（６）再エネ電力供給体制構築事業【新規】 １７,７１５千円

県内で発電された再エネ電力を県内に安定的に供給できる体制の構築に向けた取組を展開する。

① 再エネ工業団地の実現に向けた調査等

ア 団地整備に関する課題の解決等に向けた検討委員会の開催

R4 先進事例調査
(電力貯蔵技術研究サイト(山梨県))

R4 地熱シンポジウム(湯沢市)
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イ 再エネ工業団地における電力の安定供給体制の構築に向けた調査

・水素や蓄電池による調整力効果の検討

・ＦＩＰの活用やオフサイトＰＰＡ等の導入に向けた検討

・団地内における電力マネジメント事業の導入に向けた条件整理等

ウ 県外企業への再エネ工業団地のＰＲ活動

② 再エネ電力の地産地消の推進

ア 再エネを取り扱う地域新電力、アグリゲーター等に関する調査

イ オフサイトＰＰＡ、自家発電設備の導入等に関する需要家企業向けセミナーの開催等

ＦＩＴ：電力会社が再エネ電気を固定価格で一定期間買い取る制度

ＦＩＰ：市場価格での卸電力市場への売電に加え、小売電気事業者との相対取引など柔軟なビジネスが可能な制度

ＰＰＡ：発電事業者が設置する発電設備により、長期にわたり電力需要家が電力供給を受ける形態
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３ 予算額 ７３,２９７千円

財源内訳 ６,７７１千円

６５,１９３千円

１,３３３千円

｢地域活性化対策基金｣

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 １０,３４６千円

内 訳 ・委託料 ３,３９３千円

（新聞広告等の企画、理解促進イベントの実施）

・新聞広告等掲載料 ４,９７６千円

・理解促進イベント講師謝金・旅費 ２５３千円

・職員旅費、会場使用料等 １,７２４千円

（２）新エネルギー関連産業集積拠点化推進事業 ２４,３１５千円

内 訳 ・フォーラム講師等謝金・旅費 ２,６４６千円

・アドバイザー謝金・旅費 ４,６０６千円

・補助金（人材育成、部品認証取得等） ６,０００千円

・教材・啓発資料印刷費 ４,４００千円

・職員旅費、会場使用料等 ６,６６３千円
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（３）洋上風力発電導入促進事業 １３,２１８千円

内 訳 ・委託料 ９,７００千円

（更なる沖合への導入可能性に関する調査）

・検討委員会有識者等謝金・旅費 ４３５千円

・職員旅費、会場使用料等 ３,０８３千円

（４）水素エネルギー導入促進事業 ８４１千円

内 訳 ・セミナー講師謝金・旅費 １７３千円

・職員旅費、会場使用料等 ６６８千円

（５）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ６,８６２千円

内 訳 ・シンポジウム講師等謝金・旅費 ２,５８６千円

・委託料（全戸配布広報紙の企画） １,８３６千円

・全戸配布広報紙掲載料 ２７２千円

・職員旅費、会場使用料等 ２,１６８千円

（６）再エネ電力供給体制構築事業 １７,７１５千円

内 訳 ・委託料 １４,６９２千円

（電力安定供給体制の構築に向けた調査）

・検討委員等謝金・旅費 ８２２千円

・職員旅費、会場使用料等 ２,２０１千円
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職業訓練受講促進事業について【新規】
（職業能力開発支援事業）

雇用労働政策課
１　目的
　　　求職者への生活支援を通じて職業訓練の受講を促進し、即戦力となる人材の育成により、介護等人材不足業種への　　
　　円滑な労働移動を図る。

２　概要
　　　雇用保険の受給資格がない求職者支援訓練等の受講者に対し、訓練期間中、給付金を支給する。

　　（１）主な対象要件

　　　　　・雇用保険被保険者や雇用保険受給資格者でないこと
　　　　　・国の職業訓練受講給付金の支給対象外であること
　　　　　・本人収入が月８万円以下であること

　　　　　・令和5年4月1日以降に開講する介護・建設関連分野の求職者支援訓練又は公共職業訓練を受講していること

　　（２）対象訓練コース・件数

　　　　　・介護コース　　　１１０件

　　　　　・建設関連コース　　４０件

　　（３）支 給 額　７０,０００円／月

　　（４）支給月数　１か月～６か月（コースにより異なる）　

３　予算額　　 　                                  　     ３３,１３４千円　

  　　内　訳　　・補助金（１５０件）　　　　　　　　　 　 ３２,９００千円
           　　 ・委託料（広告費）　　　　　　　　　　　　　　 ２０６千円
　　　　　　　　・事務費（郵送代等）　　　　　　 　　　　   　 　２８千円
                　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 職業訓練の様子
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人材確保・定着推進事業について
（人材投資促進事業・採用力拡大支援事業・魅力的な職場づくりステップアップ支援事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用労働政策課

１　目的
　　　社内人材の育成や採用力の向上、働きやすい職場環境づくりに向けた支援により、県内企業の人材確保・定着に向けた
　　取組を促進する。

２　概要
（１）人材投資促進事業【新規】　　　　　　　　　　　　　３６,７８６千円
　　　資格取得の促進や、スキルアップに向けた研修等に取り組む県内企業等に対し、その経費の一部を助成するとともに、
　　在職者等への学び直し機会を提供するため、ｅラーニング講座を開講する。
　　　① 資格取得奨励制度等整備への支援（新規）
　　　　 ・補助対象　　資格取得奨励制度等を新たに整備する県内企業等（２０件）
　　　　 ・対象経費　　社内規程作成経費　等
　　　　 ・補 助 率　　１／２
　　　　 ・限 度 額　　１００千円
　　　② 企業内研修実施への支援（新規）
　　　　 ・支給対象　　国の人材開発支援助成金（労働生産性向上訓練等）の支給決定を受けている県内企業等（８０件）　　
　　　 　・支 給 額　　人材開発支援助成金支給決定額の１／２
　　　 　・限 度 額　　１００千円
　　　③ 就職氷河期世代正規雇用化への支援
　　　　 ・支給対象　　就職氷河期世代に係る国のキャリアアップ助成金正社員化コースの支給決定を受けている県内企業等　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００件）
　　 　　・支 給 額　　有期雇用→正規雇用　１００千円

　 　　　　　　　　　　無期雇用→正規雇用　　５０千円
　　　④ 在職者等への学び直し機会の提供（新規）
　　　 　・対　　象　　在職者、求職者
　　 　　・内　　容　　ビジネススキルの習得や資格取得等に係る無料のｅラーニング講座の開講
　　 　　・受講者数　　１,０００人
　　 　　・委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定） 
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（２）採用力拡大支援事業【新規】　　　　　　　　　　　　　７,４８５千円
　　　人材確保に向けた県内企業等の主体的な取組を促進するため、効果的な採用手法や自社の魅力発信方法等に係る実践
　　講座を開催し、取組事例の横展開を図る。
　　　① 事業内容
　　　　 ア　採用力向上に向けた実践講座の開催（全５回）
　　　　 　・人材確保に向けた現状分析・課題の洗い出し、効果的な採用手法や魅力発信方法、採用戦略の策定　等
　　　　 イ　実践企業への伴走支援
　　　 　　・専門家の派遣（コンサルタント、社会保険労務士　等）
　　 　　ウ　取組事例の横展開
　　 　　　・実践企業の取組成果を横展開するための報告会の開催
　　　② 委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定） 
　
（３）魅力的な職場づくりステップアップ支援事業【新規】　１７,０００千円
　　　働きやすい魅力的な職場環境づくりを促進するため、多様な働き方の導入や従業員の学び直し機会の提供等に係る実
　　践講座を開催し、取組事例の横展開を図る。
　　　① 事業内容
　　　 　ア　魅力的な職場づくりに向けた実践講座の開催（全５回）
　　　　 　・多様な働き方やコミュニケーションツールの導入促進、従業員への
　　　 　　　学び直し機会の提供、魅力的な職場環境づくりに向けた計画策定　等

　　 　　イ　実践企業への伴走支援
　 　　　　・専門家の派遣（コンサルタント、社会保険労務士　等）
 　　　　ウ　取組事例の横展開
　 　　　　・実践企業の取組成果を横展開するための報告会の開催
　 　　　エ　若手従業員による異業種交流会の開催（全３回）
　 　　　　・若者の職場定着や働きやすい職場環境等をテーマとした
　　 　　　　ワークショップの開催等（県内３ブロックで開催）
　　 　　オ　職場環境整備への支援
　 　  　　・補助対象　　　県内企業等（１０件）
　　　 　　・対象経費　　　社内規程作成経費、コミュニケーションツール導入経費　等
　　　 　　・補 助 率　　　１／２
           ・限 度 額　　　５００千円
　　　② 委託予定先　民間事業者（企画提案方式により決定）　※委託内容ア～エ

（ワークショップの様子）

-48-



　
３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６１,２７１千円

（１）人材投資促進事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６,７８６千円
　　　　　　　　　　　　　（地方創生推進交付金、地域就職氷河期世代支援加速化交付金活用予定）
 

      　　内　訳　・補助金　　　　　　 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　 ２０,０００千円
                　・委託料（ｅラーニング講座利用料、専用ウェブサイト構築等） １６,７８６千円

　　　　　　　　　　

（２）採用力拡大支援事業　　　 　　　　   　　　 　　　　　　　　　　　　　　　７,４８５千円（委託料）
　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方創生推進交付金活用予定）
 

　　　　　内　訳　・委託料（講師等謝金、広報費、運営費等）　　　　　　　　　　 ７,４８５千円　　　　　

     

（３）魅力的な職場づくりステップアップ支援事業   　　　　　　　　　　　　　　１７,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方創生推進交付金活用予定）
 

      　　内　訳　・補助金　 　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　５,０００千円
　　　　　　　　　・委託料（講師等謝金、広報費、運営費等） 　　　　　　　　　１２,０００千円　　　　　　
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令和５年度　秋田県公営企業会計の当初予算について
公 営 企 業 課

１　電気事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 電力料 うちＦＩＴ分 1 水力発電費 修繕費

2 営業雑収益 管理受託収入 減価償却費

電力負担金 人件費

2 財務収益 2 送電費 委託費

1 受取利息 貸付金利息 人件費

預金利息 3 一般管理費 人件費

3 営業外収益 物件費

1 長期前受金戻入 2 財務費用

2 事業外収益 1 支払利息 企業債利息

借入金利息

3 附帯事業費用

1 発電所周辺地域 助成金

等振興事業費用 発電所カード

4 営業外費用

1 事業外費用

2 消費税及び地方
消費税

3 事業外固定資産
管理費

5 予備費

1 予備費

収支差

備　考

8,595,154 4,548,110

8,574,700 4,132,417

8,527,767 797,821 3,760,908 981,821

46,933 28,009 918,897

12,643 606,944

819 55,406 21,761

819 780 19,952

39 316,103 191,741

19,635 70,064

19,330 3,888

305 3,888 3,854

34

98,009

98,009 97,409

600

311,796

2

310,841

953

2,000

2,000

4,047,044
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 資本的収入 1 資本的支出

1 他会計からの長期 1 建設費

貸付金償還金 1 成瀬発電所建設費

1 工業用水道事業 2 鳥海発電所建設費

会計からの長期 3 送電線建設費 工事負担金

貸付金償還金 2 改良費

1 発電所改良費 鎧畑発電所

田沢湖発電所

小和瀬発電所

玉川発電所

板戸発電所

2 発電事務所改良費 玉川発電事務所

大館発電事務所

秋田発電事務所

3 業務設備改良費 公営企業課

3 企業債償還金

1 企業債償還金

4 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は内部留保資金により補てんする。

備　考

39,849 3,256,501

39,849 1,603,173

831,903

39,849 154,812

616,458

1,572,574

1,504,087 405,530

398,773

354,687

83,864

73,608

63,587 35,824

25,750

2,013

4,900 4,900

60,754

60,754

20,000

20,000

△ 3,256,501
工業用水道事業会計長期
貸付金償還金を除く
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２　工業用水道事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 秋田工業用水道 1 維持管理費 減価償却費

使用料 動力費

2 営業雑収益 委託費

2 営業外収益 人件費

1 受取利息 2 一般管理費 人件費

2 長期前受金戻入 物件費

3 雑収益 2 営業外費用

1 支払利息 企業債利息

借入金利息

2 雑支出

3 消費税及び地方

消費税

3 特別損失 旧取水施設撤去費

1 その他特別損失 （国負担金、除却損）

4 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は繰越利益剰余金により補てんする。

備　考

1,077,005 1,116,180

974,119 1,007,574

973,813 勝平系(25社) 945,467 991,016 362,532

御所野系(4社) 28,346 357,341

306 166,216

102,886 51,814

1 16,558 11,330

102,380 4,919

505 48,966

24,525 23,821

704

1

24,440

54,640

54,640

5,000

5,000

△ 39,175
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

（収入の予定はなし） 款 項 目 予定額 備　考

1 資本的支出

1 改良費

1 秋田工業用水道

改良費

2 企業債償還金

1 企業債償還金

3 他会計借入金償還金

1 その他長期借入金

4 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は内部留保資金により補てんする。

301,977

84,733

84,733

172,394

172,394

39,850

39,850

5,000

5,000

△ 301,977
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（参考）前年度比較表
（単位：千円）

電気事業会計 令和４年度 令和５年度 比　　較

収　　　入　　Ａ

うち電力料

支　　　出　　Ｂ

うち営業費用

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

収　　　入　　Ａ

うち他会計からの長期貸付金償還金　Ａ'

支　　　出　　Ｂ

うち建設改良費

収　支　差　　Ａ－Ａ'－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源

内部留保資金

工業用水道事業会計 令和４年度 令和５年度 比　　較

収　　　入　　Ａ

うち秋田工業用水道使用料

支　　　出　　Ｂ

うち営業費用

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ

収　　　入　　Ａ

支　　　出　　Ｂ

うち改良費

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源

内部留保資金

4,775,545 8,595,154 3,819,609

4,571,040 8,527,767 3,956,727

3,978,719 4,548,110 569,391

3,950,432 4,132,417 181,985

796,826 4,047,044 3,250,218

40,575 39,849 △ 726

39,750 39,849 99

4,377,328 3,256,501 △ 1,120,827

4,262,496 3,175,747 △ 1,086,749

△ 4,376,503 △ 3,256,501 1,120,002

4,376,503 3,256,501 △ 1,120,002

4,376,503 3,256,501 △ 1,120,002

1,079,400 1,077,005 △ 2,395

968,782 973,813 5,031

1,249,016 1,116,180 △ 132,836

878,340 1,007,574 129,234

△ 169,616 △ 39,175 130,441

0 0 0

354,299 301,977 △ 52,322

139,572 84,733 △ 54,839

△ 354,299 △ 301,977 52,322

354,299 301,977 △ 52,322

354,299 301,977 △ 52,322

収
益
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支
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県営発電所周辺地域等振興事業について
公 営 企 業 課

１ 目 的
公営電気事業を円滑に推進するため、県営発電所周辺地域の住民との良好な関係を保持、発展するとともに、電

気事業に対する理解の促進を図る。

２ 概 要
（１）県営発電所周辺地域等振興事業助成金 ４２,４０９千円

市町村が地域振興のために行う次の事業に対して助成金を交付する。
・対象事業：地球温暖化対策に関する事業、産業振興に関する事業 等
・交付対象：１１市町村（鹿角市、大館市、藤里町、北秋田市、

上小阿仁村、五城目町、秋田市、仙北市、横手市、
湯沢市、東成瀬村）

・交 付 率：１０／１０以内
・限 度 額：１市町村当たり３年間で８,０００千円
・交付期間：令和５～７年度

（２）特別助成金【新規】 ５５,０００千円
令和５年度は増益の見込みであることから、市町村の更なる地域振興に

貢献するため、次の事業に対して助成金を交付する。
・対象事業：ＤＸ・ＧＸの推進に関する事業、福祉対策、地域活性化に

関する事業 等
・交付対象：（１）に同じ
・交 付 率： 〃
・限 度 額：１市町村当たり５,０００千円

３ 予算額 ９７,４０９千円（助成金）

市 町 村 事 業 内 容

鹿 角 市
・体育施設用品（宿泊用寝具、乗用
  草刈機）購入
・市制施行５０周年事業（舞台公演）

大 館 市
・公用車（電気自動車）購入、急速
  充電器、カーポート整備

藤 里 町
・子育て世代女性の働く、暮らす両
  立実現プロジェクト（ソフト事業）
・木製遊具購入

北 秋 田 市 ・公用車（ハイブリッド車）購入

上 小阿仁村 ・生涯学習センターLED照明整備

五 城 目 町 ・体育館屋根修繕

秋 田 市 ・消火栓整備

仙 北 市
・刺巻湿原ミズバショウ群生地木道
  改良工事

横 手 市
・公園遊具整備、乗用草刈機購入
・防災備蓄保管カゴ台車購入
・公用車（ふれあいバス）購入

湯 沢 市
・内視鏡システム、骨密度測定装置
  等購入

（参考）令和２～４年度実績
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